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　2015年は、団塊の世代（1947年～ 1951年生まれ）が全員65歳以上の高齢者になる年です。
すなわち、10年後の2025年には彼らが75歳以上の後期高齢者になりきる年を迎えます。65歳か
ら74歳の前期高齢者の多くは元気高齢者であり、可処分所得が多い「楽しめる高齢者」や「活動的
な高齢者」が多い一方で、75歳以上の後期高齢者の多くは、身体機能や認知機能に問題を抱え、「介
護」が主要なテーマとなってきます。
　平成26年版高齢白書によると2013年の高齢化率は25.1%となり、４人に１人が高齢者となり
ました。2025年には30.3%となると推計されています。一方、世帯構成からみると、高齢者単独
世帯や高齢者夫婦のみの世帯が増加し、三世代世帯は減少しています。全世帯の20%は高齢者のみ
が生活をしており、この比率は今後の高齢化に伴い、さらに高くなると予想されています（日本の
統計2014第2章：国民生活基礎調査による）。また、2013年に発表された、厚生労働省の研究班
による認知症高齢者数462万人という報告は、従来の推計値を大幅に上回るもので、関係者に衝撃
を与えました。認知症予備軍（MCI）400万人を加えると、高齢者の４人に１人は認知に問題を有
していることになります。
　このような高齢化の急激な進展は医療の分野にも影響を与えており、政府は入院期間の短縮を目
標に、「ときどき入院ほぼ在宅」をスローガンに掲げ、在宅ケアに重点をおくことを宣言しました。
世帯構成の統計から見えるように、家族介護は難しく、コミュニティケアに解決の糸口が求められ
ています。
　このような、状況において、住宅のあり方がますます重要なテーマになってきます。心身の機能
が低下をきたしたとしても、できるだけの自立を可能にし、介護の負担を軽減する住まいが求めら
れます。従来、夫婦のどちらかに機能障害が生じ、日常生活を遂行する能力が制限された場合、配
偶者に多大な負担がかかることになります。その負担を軽減するために、子供や子供の配偶者が仕
事を辞めて呼び寄せられたり、本人家族が子供の家に移ったりという対応がなされてきました。公
的介護保険制度が始まって以降は、在宅介護サービスがその役を担うようになりましたが、住宅改
修や福祉用具の活用が自立促進や介護負担軽減に効果を果たしているだろうかと感じることがあり
ます。介護保険制度には住宅改修と福祉用具がサービスの中に含まれましたが、残念ながらどちら
も大きな制約のもとに運用されています。住宅改修については、資産形成に税は使用できないとい
う点と、賃貸住宅居住者に不公平であるという点から、原則1回限り20万円という限度額が設定され、
工事内容にも細かな制約が設定されています。全国の自治体の多くは、介護保険制度が始まる前から、
障害のある人に対して住宅改造費用の助成事業を展開していました。兵庫県も20数年前から、市町
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超高齢社会における居住の課題
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